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一般廃棄物処理施設に関する対策

概 要：災害時の事故リスクが懸念される一般廃棄物処理施設の整備及び更新を支援し、災害廃棄物処理の中核
を担い地域のエネルギーセンターとして災害対応拠点となる一般廃棄物処理施設の強靱化を図る。

府省庁名：環境省

同上

市町村、一部事務組合

老朽化及び防災対策不足のため、災害時の
事故リスクが懸念されている一般廃棄物処理
施設の整備

盛土を行い一般廃棄物処理施設全体を周辺
地盤より嵩上げすることで当該施設への浸水
被害を回避

本対策による達成目標

◆中長期の目標

◆５年後（令和７年度）の状況

◆実施主体

災害時のリスクが懸念される一般廃棄物処理施設の整備・更新を行う
ことで、防災対策を強化し、国民の安全・安心を確保する。

今後新たに整備及び更新が必要となる一般廃棄物処理施設（183施
設）のうち、整備及び更新を実施する施設数
中長期の目標：100％（令和７年度）
本対策による達成目標の引き上げ
82％ → 100％（令和７年度）
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重要業績評価指標（ＫＰＩ）の推移

一般廃棄物処理施設に関する対策76

対策の加速化の状況

対策策定時 進捗状況
令和３年度

進捗状況
令和４年度

5か年完了時
の達成目標現状値 年度

0％ 令和２年度 17％ 36％ 100％

◆ 指標の名称（単位：％）
今後新たに整備及び更新が必要となる一般廃棄物処理施設（183施設）のうち、整備及び更新を実施する施設数

中長期の
目標

中長期の
目標年度

100％ 令和７年度

本対策については、３年目となる令和５年度までに、当初約927億円に対して、加速化にかかる補正予算約1,487億円を
確保しており、予算上は、当初比の１60％の予算を確保して、対策を推進している。

概 要：市町村が整備する一般廃棄物処理施設について、平時における生活環境保全・公衆衛生向上を確保するとと
もに、災害時において施設の長期機能停止を回避するなど、迅速な復旧・復興を可能とする体制を構築する。

府省庁名：環境省

主な該当施策グループ ：６－３）大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態

展開方向（５本柱）： （１）国民の生命と財産を守る防災インフラの整備・管理

２

１

３

５か年完了時（令和７年度）の目標100％に対して２年目の令和４年度に36％となっている。

2



一般廃棄物処理施設に関する対策76

予算の状況

令和2年度補正
（１年目）

令和3年度補正
（２年目）

令和4年度補正
（３年目）

３年目まで
合計額

47,703 47,600 53,444 148,747

５か年加速化予算

（参考）執行済額（令和２年度補正の決算額）（単位：百万円）

令和２年度補正
決算額

47,508

（単位：百万円）

３
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【対策】76 一般廃棄物処理施設に関する対策

 実施主体：伊豆市伊豆の国市廃棄物処理施設組合

事業概要：一級河川狩野川の浸水想定区域に該当するた

め、敷地地盤高の嵩上げや炉室エリアの基礎を立ち上げる

など、大規模災害発生後にも継続して稼働できるように施設

整備を実施した。

・敷地地盤高を想定最大水位より２ｍ嵩上げ

・炉室エリアの機械基礎を0.2～0.3ｍ立ち上げ

 事 業 費 ：約107億円（うち５か年加速化対策（加速化・深化

分）約27億円）

 その他：本地域は土砂災害特別警戒区域に指定されており、

昭和33年の狩野川台風では、事業実施個所の山側が崩壊

し、大規模な土砂災害が発生した。そのため、土石流対策

擁壁を設けることにより、狩野川台風と同規模の災害が発

生した場合でも 施設稼働に影響のないよう対策をとったこ

とにより、計画どおり一般廃棄物を処理することが期待され

る。

一般廃棄物処理施設に関する対策

【事例】静岡県伊豆市の廃棄物処理施設の嵩上げ対策

効果概要：一般廃棄物処理施設（エネルギー回収型廃棄物処理施設）における浸水・土石流対策として、擁壁の設置、敷地地盤及び機械
基礎部分の嵩上げ等を実施し、昭和33年に被災した狩野川台風と同規模の災害が発生した場合でも施設稼働に影響のないよ
う、施設整備時に対策を行った。

府省庁名：環境省

対策後

76

土石流対策擁護壁 L＝104m

狩野川洪水浸水想定に対応した
敷地地盤高のかさあげ状況

5‐1
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【対策】76 一般廃棄物処理施設に関する対策

 実施主体：八王子市

 事業概要：施設所在地は多摩東部直下地震で震度６に想
定されるため、自家発電機を設けるなど、大規模災害発
生時にも継続して稼働できるように施設整備を実施した。

・非常用発電設備

→外部給電がなくても焼却炉の立下げ、立上げが可能

・遠隔監視システム

→現場のバックアップ体制を確立

 事 業 費 ：約169億円（うち５か年加速化対策（加速化・深
化分）約46億円）

 その他：近年、実施市が被災した地震で最も大きいものは、
東日本大震災であり、「震度５弱」を観測した。これと同規
模以上の災害においても施設稼働に影響の出ない対策
をとり、計画どおり一般廃棄物を処理することが期待され
る。

一般廃棄物処理施設の整備事業

【事例】東京都八王子市の一般廃棄物処理施設の整備

効果概要：一般廃棄物処理施設（エネルギー回収型廃棄物処理施設）における地震対策として、非常用発電設備の設置、遠隔監視シス
テムの導入等を実施し、首都直下地震等が発生した場合においても施設稼働に影響のないよう、施設整備を行った。

府省庁名：環境省

対策後

対策前

76

5‐2
施設所在

地

非常用発電設備

遠方のデータセンターと焼却炉の状態を共有
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本対策以外の対策と相乗効果をもたらした事例

本対策以外の対策と相乗効果をもたらした事例

５か年加速化予算で新施設を整備している北九州市の、焼却施設の現有施設（５か年加速化予算で整備している新施
設に対する旧施設）において、令和５年梅雨前線による大雨で被災した福岡県うきは市の災害廃棄物の処理を行うに
あたり、福岡県災害廃棄物処理計画に基づき、福岡県が受入調整を行い、北九州市処理施設での受け入れを実施。

令和５年梅雨前線による大雨では、九州地方環境事務所職員のべ12人日を福岡県うきは市に派遣し、災害廃棄物処
理に関する助言を実施。

うきは市 仮置場への搬入状況

現地への地方環境事務所職員人員派遣 うきは市災害廃棄物処理の状況

現在整備中の新焼却施設（イメージ図）

＜新施設の防災対策（予定）＞

• 自動停止システムを導入することで、震度５強の地
震が発生した場合、焼却炉が停止し、火災等の2次
災害を防止

• 遠隔監視システムを導入することで、被災後早期運
転再開が可能

• 外からの供給が途絶えた場合に備えて、10日分以

上の薬品・燃料貯留容量を確保することで、継続的
な処理を実施

• 非常用発電施設を設置することで、焼却炉の立ち下
げ、立ち上げが可能

6‐1
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本対策以外の対策と相乗効果をもたらした事例

本対策以外の対策と相乗効果をもたらした事例

５か年加速化予算で整備した石川県奥能登クリーンセンターにおいて、令和５年５月５日に発生した石川県能登地方を
震源とする地震の災害廃棄物を処理するにあたり、被災地の早期復旧のため、稼働時間を延長し処理を実施。

令和５年５月の石川県能登地方を震源とする地震では、中部・東北・近畿地方環境事務所職員のべ21人日を石川県珠
洲市及び能登町に派遣し、災害廃棄物処理に関する助言を実施。
また、災害廃棄物処理支援員制度（人材バンク）の支援員を現地に派遣。

奥能登クリーンセンター

珠洲市役所 地方環境事務所との打合せ

• 万一の火災に備え、ごみ
ホッパステージ等必要な箇
所に散水設備を設置

• 新施設設計時に、災害時
に対応するため、年間稼働
日数と稼働時間を延長して
処理を行う「緊急時現有余
力」を設定

珠洲市 仮置場への搬入状況
奥能登クリーンセンターへの
搬入状況

6‐2
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フローチャート６-３

and連鎖
複数の先行事象が全て発生したら
後続事象へつながる

＜連鎖の関係性＞

ソフト施策数 ハード施策数

＜連鎖を断ち切る施策数＞

吹き出しの中の数字は施策数
施策数0の場合は吹き出しなし

＜事象＞【】内は「事象記号」

背景的事象
初期事象の発生に関わらず
潜在的に存在していた事象

他のフローチャートの対象となる連鎖が含まれる場合
は「青枠」で表現し、連鎖の詳細は省略。
※「青枠」にも事象記号を記入し、１つの事象として取り扱う。

フローチャートを読みやすく、連鎖を適切に表現するた
め、同じ施策で断ち切れる連鎖をもつ事象を赤枠でグ
ループ化している場合もある。

事象
初期事象の発生から
最悪の事態に至るまで
の間に起こり得る事象

or連鎖
複数の先行事象のうちいずれかが
発生したら後続事象へつながる

最悪の事態

【W】
大量に発生す
る災害廃棄物
の処理の停滞
により復興が
大幅に遅れる

事態

「（6-3）大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態」のフローチャート

【Ｂ】
住宅・建
物の被害

初期事象

【A】
大規模自
然災害の

発生

物的被害 問題事象6

10

8

8

4

3

3

3

4

4

2

4

8

20

18

18

6

2

【D】
廃棄物処理
施設の被害

【E】FC 5-5

（略）→ 交通が麻
痺する

【F】FC 6-1

（略）→ エネルギー
供給の停止

【G】FC 5-4
（略）→ 復旧工事

の遅れ

【N】
最終処
分場の
不足

1

【C】
災害リスクの
高い場所へ
の資産集中

1

1

2

2
2

2

1

4 1

1

1

2

2

1

【I】
大規模な建設
需要の発生

【J】
災害廃
棄物を

運べない

【K】
仮設処理
施設が整
備できない

【O】
災害廃
棄物の
処理が
できない

【Ｈ】
大量の災
害廃棄物
の発生

【L】
災害廃棄
物を仮置
できない

1

【Q】
広域処理
ができない

【M】
人員・資材
等の不足

【P】
リサイクル

受入先を確
保できない

2

2

3

2
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施策グループ６－３）の指標一覧

施策
グループ

指標名 単位 初期値 初年度 2018年度末 2019年度末 2020年度末 2021年度末 2022年度末 目標値 目標年度
５か年加速化対

策関係指標
ベンチマーク
指標の該当

６－３）大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態
【内閣府】府省庁及び主要な自治体・民間企業との連携及び他分
野とのデータ連携を開始

DBまたは
PF

0 2020 0 0 4 4 1 2022 〇

【財務】災害発生時に提供可能な国有財産のリストを整備している
財務局等の割合

％ 100 2020 100 100 100 100 2025 〇

【財務】国有財産を活用し遊水地・貯留施設として整備する件数 件 0 2020 0 0 1 50 2025 〇
【国交】全国都道府県における「災害時の船舶活用マニュアル」策
定状況 都道府県 2 2018 2 2 2 2 2 47 2030
【環境】中核市等において災害時再稼働可能なごみ焼却施設の割 ％ 18 2018 18 18 20 25 50 2025 〇 ハード
【環境】仮置場整備率 ％ 49 2016 60 65 69.3 72 90 2025
【環境】災害廃棄物処理計画策定率（市区町村） ％ 23.7 2016 39 51 65 72 85 2025
【環境】有害廃棄物対策検討実施率 ％ 50 2016 60.8 73 73 74 100 2025
【環境】教育・訓練の実施率（市区町村） ％ 9.6 2016 12 19 21.4 24 60 2025
【環境】教育・訓練の実施率（都道府県） ％ 51.1 2016 85 91.5 91.5 98 80 2025

【５か年加速化対策関係指標】：〇、◎は５か年加速化対策に関係する指標であり、特に◎は本日ご説明の対策に関係する指標
【ベンチマーク指標の該当】：年次計画2023においてハード施策あるいはソフト施策のベンチマーク指標として設定されている指標
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